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バイオ原燃料
～産業のトランジション推進と自律性向上の有効策
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2040年のバイオ原燃料市場獲得に向けた戦略と期待される日本のプレゼンス
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ハイライトバイオ原燃料

バイオ原燃料において期待される日本産業のプレゼンス

有望領域のインパクト

✓ 石油からの転換で既存インフラを活用した産業
バリューチェーンのトランジションを推進

✓ 内燃機関等の日本産業の強みを活かし、将来
に求められる脱炭素や海外資源依存に対応

✓ 2040年には原油輸入の1割程度を置き換え、技
術革新による資源多角化へ社会や規格と一体
化した型を創出し、海外展開・市場拡大

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

日本産業の戦略

✓ 市場形成へ需給一体で社会実装を進め、ライフ
サイクル評価で可視化・流通スキーム構築

✓ 実用性高い資源の海外偏在で、特
に非可食資源で工程増などコスト高

✓ 既存技術を活用したバイオ実装を
進め、高度化へ標準化等を組合せ

障壁

打ち手

ニーズ

✓ バイオを活用したトランジション

✓ 将来は高度な資源化技術や需給
一体での運営で新市場を創出

✓ 日本の獲得市場規模（2040年）

─ 国内：3.3兆円（政策でけん引）

─ 海外：1.4兆円（経験値を展開）

✓ 狙うべきシェア：5%（社会実装経
験・技術で2040年に現状のグロー
バル燃料シェア3%台を上回る）

✓ 持続可能性高い資源の集
積、高評価のポテンシャル

✓ 地域や異業種と連携した原
料～流通の統合SC構築

バイオ原燃料：既存インフラを活かし、石油製品からの転換や新たな付加価値領域創出に繋ぐ

日本の強み

✓ 資源調達先多角化、運輸や
素材での石油依存軽減、資
源安全保障・自律性の向上

✓ 原燃料のGHG排出削減

✓ バイオ資源を原料化する前
処理（糖化／発酵・ガス化）

✓ 石油化学の応用となる後処
理（化学合成技術）

ニーズ シーズ（テクノロジー）
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自律的な産業成長へ、バイオ原燃料によるトランジションを産業・社会システムでともに推進

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

◼ 問題意識

― 現状、日本は石油をはじめとした海外の化石資源に依存。特に石油は輸送用燃料や素材など非電化領域に必要な資源

である一方、輸入による多額の外貨流出や資源・エネルギー安全保障の確保、脱炭素対応に向けた転換が課題となる

― GX政策は主に高度成長期に整備された社会、産業構造をクリーンエネルギー中心に移行させ、経済社会システム全体

を変革することを目指す。さらに、現政権の「日本成長戦略本部」では、「合成生物学・バイオ」「資源・エネルギー安全保

障・GX」が戦略分野と位置付けられる中、Greenのみならず、Growth・Geopoliticsにも寄与する投資を行うことが重要に

― 両立にはバイオマス資源を活用したバイオ原燃料の供給・利用を推進し、既存インフラのトランジションや資源の調達多

角化・地産地消を進めるとともに、日本の主要産業と連携した成長策を描くことが求められる

◼ 要旨

― 本稿では、他の一次エネルギーへの転換が難しい、石油の代替に資するバイオ原燃料を有望領域と位置付け

― 海外では既に一定のバイオ原燃料市場が構築されているが、日本は途上にあり、特定国からの石油輸入に依存する

― バイオマス利用により資源輸入先を産油国以外に分散でき、国内資源も活用可能となり、その効果は産業全般におよぶ

― 日本では石油産業のサプライチェーン構築において、高い製造設備・インフラ運用ノウハウを有してきた。また、業界横断

での技術実装や、高度な処理技術の開発も進む。資源面では森林資源が豊富で、廃棄物利用のポテンシャルも大きい

― 他方、現時点で原燃料に変換し易い資源は海外の穀物等であり、将来に向けて森林・廃棄物資源利用の付加価値可視

化と、輸送機器に代表される産業側での利用がもたらす効果を訴求できる制度設計を同時並行的に進めることも重要に

― 日本は資源調達から原料転換、利用まで多様な企業が強みを有し、業界横断での強靭なサプライチェーン構築実績あり

― 石油製品やバイオ原燃料に関わる製造技術・運用・評価方法で長年にわたる実績を有する。このような強みの標準化も

念頭に規格として固めることで、バイオマス資源が豊富なパートナー国との連携を進めて初期的な原料獲得が可能。さら

に廃棄物等の社会課題を抱えた資源の共同利用を進め、相互利益をもたらす形で市場形成を進めることも選択肢となる

― 日本は原油輸入が年11兆円におよぶが、利用技術実装により1割程度の国産資源代替も期待できる。また、エタノール

やSAF等の政策的な需要立ち上げや標準化の機会を活用し、海外にも通用する先進的な事業モデル構築が期待される

サマリーバイオ原燃料
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物的転換 質的転換

バイオ原燃料の社会実装と、既存の強み・社会インフラを活かした日本の社会・産業像

◼ バイオ原燃料の社会実装は既存インフラ・機能を有効活用し、社会、産業構造のトランジション促進と成長を両立

― 製造側には資源変更に伴う変化が生じる一方、利用側は物理的な変化が限定的で既存システムを活かした対応が可能

― 社会実装には、製造側の変化が利用側に効果として認識され、対価が得られるように見える化が必要

― 日本において広いすそ野を有し、内燃機関に強みを持つ自動車産業等の需要側と一体で成長策を描くことが可能

プロセス転換における環境価値等の見える化

産業

都市

油田（特定国依存）

国内+海外

石油精製 石油製品

バイオ原燃料
プラント

バイオ
原燃料

ローリー

鉄道貨物

タンカー

運輸

素材

経済成長

資源 原燃料転換 供給 利用（直接） 利用（間接）

（出所）各種公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

供給

有望領域概要＋社会像バイオ原燃料

バイオ原燃料活用による既存の液体原燃料サプライチェーンの転換イメージ

非電化領域における
石油からバイオ原燃料へのトランジションを促す

バイオ原燃料転換により
裾野の広い産業のトランジションを促す

トランジションにより、「排出削減」・
「安定供給」・「経済成長」を

同時並行で実現
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日本のエネルギーは輸入化石燃料、特に石油に依存する体制を脱せず、安全保障上のリスクも大

◼ 日本の一次エネルギー自給率は、石炭から石油への転換以降低下し、依然として主要国において最低の比率

◼ 発電では化石資源内でも石油からLNGへの転換が進んだが、燃料や素材の資源となる石油は依然として高い水準

― 石油は中東依存度が非常に高く、調達国のみならず、シーレーンの異変等により供給網が絶たれるリスクあり

日本のエネルギー供給における課題 日本のエネルギーにおける海外依存の概況

（出所）いずれの図表も、資源エネルギー庁「エネルギー需給実績（2023年度）」より、
みずほ銀行産業調査部作成
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国内炭から
石油への転換 オイルショック等を受け

依存軽減

LNGや石油への
化石内シフトで
依存度・自給率の
向上は限定的

日本の一次エネルギー概況

最終エネルギー消費（石油） 最終エネルギー割合（化石）

輸出超過 輸入超過

中東
94%

その他
6%

原油 LNG 石炭

日本の化石燃料輸入先（FY2022）

石油は輸入依存度高く、中東からの調達偏重で供給網にもリスクあり

主要国のエネルギー輸入依存度（FY2022・原子力除く）

91%

（FY）

（FY） （FY）

▲ ▲

ニーズバイオ原燃料
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（PJ）

（出所）いずれの図表も、財務省「財務省貿易統計」等の各種公表資料より、みずほ銀行産業
調査部作成
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輸送・素材産業は石油依存の構図も、原燃料のバイオ転換が既存設備を活用した脱炭素・資源自律を実現

◼ 石油製品は日本産業の強みである輸送機器のエネルギー源であり、バイオ転換の効果は広範な産業に波及

― 一部海外主要国では石油製品のバイオ転換が始まっており、日本としても早期に社会実装を進める対応が必要

◼ また、石油は、プラスチック等様々な製品の素材として幅広い産業に関連

― 国際的にバイオ由来製品の利用拡大が進む中、日本も脱炭素や資源自律、産業競争力向上に向けて推進する必要

石油関連製品群およびバイオによる燃料転換の必要性

原油

石油精製

ガソリン ナフサ灯油・ジェット 軽油 重油等プロパンガス

熱 乗用車 航空 熱 貨物車 船舶 熱

エチレン・プロピレン・ブタジエン・ベンゼン・トルエン・キシレン

基礎製品

プラスチック 合成繊維 合成ゴム 塗料・溶剤 洗剤原料等 その他

バイオマス

バイオリファイナリーバイオ
トランスフォーメーション

原料・精製転換

（注）誘導品や関連産業は多岐にわたるため、代表例を抜粋（特に素材は記載以外の項目を含め幅広い）。BD（バイオディーゼル燃料）、RD（再生可能ディーゼル燃料）
（出所）いずれの図表も、European Bioplastics, Bioplastics market development update 2024等、石油化学工業協会等の各種公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成

ニーズバイオ原燃料

日本産業は上流のバイオへの転換に寄り添いながら、
主力である輸送機器の燃料転換を海外と同様、進めていくニーズあり

輸送燃料
・熱源

バイオ原料転換がプラスチックなど多様な石油化学製品に波及

誘導品

エタノール混合等 SAF転換 バイオ／再生可能ディーゼル転換

転換先 米州 欧州 アジア 日本

エタノール 米10%～伯30% 10%（EU・英） 越5～印20% 2%

BD・RD 米3%～伯14% 9%（仏） 4～35% -

上記政策 混合義務等、利用側への規制適用も多い 供給規制のみ

SAF
既に170万kL

製造（2025年）
EU2%義務
（2025年）

韓1%義務
（2027年）

10%目標：170

万kL（2030年）

上記政策
インセンティブ

重視
EU・韓・シンガポールは

混合義務規制等を決定・運用中
検討中

（供給規制あり）

国際規制 国際機関による統一規制あり（SAFも主要削減策として盛り込み）

輸送機器は石油利用が基本であり、転換意義大

足下の各国・地域におけるバイオプラスチック関連施策抜粋

日本 2030年までに約200万トン導入（政府方針）

欧州
循環型経済政策パッケージの一部として政策枠組み化（EU）
使い捨て袋のバイオ比率の下限を段階引き上げ（仏）
使い捨て製品への生分解性や堆肥化等で優遇措置（伊）

米国 政府調達におけるバイオベース製品の優先購買を設定

中国
2020年の国家文書で、非生分解性の使い捨て食器の禁止拡大、強度規定
設定、郵便局での梱包材規制等を明記

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

2024

2025

2026

2027

2028

2029

2030

生分解性

非生分解性

（CY）
（kt）

バイオプラスチック製造量（グローバル・European Bioplastics予測）

バイオによる原料転換の波及効果とプラスチックの転換イメージ
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バイオマス資源の活用に向けて中間体から石油代替製品の製造まで多様なプロセス開発が進展

◼ 多様で偏在性の低いバイオマス資源を活用したバイオ原燃料の製造には、多様なパスが存在し、多くを日本で開発・検証中

― 前工程では、バイオものづくりの政策的支援に加え、業界横断連携も背景とした関連技術を活用したエタノール化を推進

― 後工程では、石油化学に類似する変換プロセスを通じて石油製品と同等に精製する技術を多角的に保有・開発中

現行及び次世代バイオ液体原燃料の製造パス

（注）上記は実際の経路を簡略化したものであり、上記以外のパスも多く存在
（出所）農林水産省公表資料等の各種公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

シーズ

糖

でんぷん

セルロース

酵母発酵

酵素糖化

エタノール
（アルコール）

脱水・重合 水素化処理

粉砕・乾燥

急速熱分解

酸分解
（加水分解）

ガス化

バイオ原油
アップ

グレーディング

粗製ガス
クリーニング・
シフト反応

合成ガス

微生物合成
（発酵）

バイオ由来
炭化水素

バイオ燃料

触媒合成
（FT合成）

エステル化

水素化処理

バイオ燃料
（FAME）

バイオマス資源 バイオ原燃料製造（前工程・中間体製造） バイオ原燃料製造（後工程・炭化水素製造）

Cx Hy Oz

多様で低偏在性の
資源活用

一酸化
炭素

C

O

H

H
水素

バイオ原燃料

廃棄物
・下水汚泥

穀物・藻類

CH

H

H

C

H

H

H
…

…

…

C CH H

H

H H

H

O

搾油 夾雑物除去

（代替先）
プロパン
ナフサ
ガソリン
ジェット燃料
軽油

食品利用

ガソリン直接混合（ガソリン同様、スパークプラグで着火可）が可能も、
燃料組成が異なるため、インフラや機器の変更もあり得る

一定割合の混合可能だが、燃料組成が異なるた
め、インフラや機器の変更もあり得る

（混合率向上に限界もあり）

H

H

水素

外部添加

O

H H

O除去

変換プラント（微生物・熱化学）

精製プラント（化学合成）

Biogenic

CO2

バイオテクノロジーや工業プロセスを組み合わ
せて多様な資源を均質的な中間体に変換

石油化学の技術・安定操業ノウハウを活かし、
半製品やNon Drop-In燃料を炭化水素に変換

原燃料（Drop-In） 技術活用プロセス                                 （青字：日本の強み）原燃料（中間体）資源凡例
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エネルギーの自国産業化も念頭に、石油代替によってバイオ原燃料市場が立ち上がり

◼ 本稿では、バイオ原燃料による石油代替を扱うこととし、今後の市場推計は下記の通り

― 海外ではエタノールのガソリン混合やバイオディーゼル市場が日本と比べて既に大規模で、今後はSAFが増える見込み

― 国内のバイオ燃料は高度化法に基づくETBE（エタノール関連品）がほとんどであるが、今後SAFけん引が強まる見込み

バイオ原燃料におけるグローバル市場の見通し バイオ原燃料における国内市場の見通し

（注）みずほ銀行産業調査部予測。記載の数値はCAGR。足下の日本におけるエタノールはETBE（エタノールを原料に製造されるガソリン混合用成分）であり、エタノール換算の数値
（出所）IEA Renewables2025、Global Forest Resources Assessment, 2022等を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

（千kL） （千kL）

（FY）（FY）

有望領域のインパクト（定量面）バイオ原燃料

【 エタノール 】
ガソリン混合率
2035年： 10%

2040年： 15%

に向け伸長

【 SAF 】
ジェット燃料転換
2030年： 10%

以降、上記の成長率
で2050年CN国際
目標に向け伸長

【 バイオナフサ 】
バイオプラスチック

目標
2040年： 200万t

に向け伸長

【 RD 】
軽油転換

2040年： 5%

に向け伸長

+14%

【 エタノール・バイオディーゼル・RD 】
導入国では既に一定の利用が進む
中、今後は道路交通分野での電動化
や燃費向上により、これまでと同程度
の率で伸長

【 SAF 】
航空機では電動化が進み
づらく、国際機関が設けた
2050年CNに向けて燃料
転換が今後加速する分野

【 バイオナフサ 】
2040年バイオプラ
スチック製造量

1,000万tに向けて
成長

+9%

+1%

+2%

+2%

+15%

7

E10

水準

E15

水準
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バイオ原燃料への転換は様々な産業のトランジションに繋がり、既存バリューチェーンも活用可能

◼ 日本は現在の原燃料の生命線となる石油を特定国に依存し、資源・エネルギー安全保障上のリスク大

◼ バイオ原燃料は石油製品の代替を担い、国内含む資源の多角化に繋げ、既存バリューチェーンを活かしたトランジションに

日本における石油利用の構造とバイオ原燃料への転換による産業バリューチェーンの変革

（注）最終エネルギー消費（FY2023）等は代表例を抜粋
（出所）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」より、みずほ銀行産業調査部作成

家庭

運輸（旅客）

企業・事業所他

一次エネルギー国内供給 最終エネルギー消費（石油）

石油製品

ガソリン

ジェット燃料

LPG・電力他

石油製品

大豆・
サトウキビ

トウモロコシ

パーム

原燃料の資源

森林

廃棄物
（油脂等）

（PJ・FY2023）

409PJ

1,194PJ

136PJ

132PJ軽油

運輸（貨物）

141PJ

ガソリン

重油他

241PJ

115PJ

軽油

2,251PJ

輸送サービス

輸送サービス

各種製品
（輸送機器
含む）

バイオ
原燃料
フロー

石油
フロー

原子力, 

727

水力含む

再エネ, 

2,662 

ガス, 

3,627 

石油, 

6,272 

石炭, 

4,288 

820PJ

輸入量
（CY2024）:
137百万kL

サウジ

アラビア
44%

アラブ首長国

連邦
40%

クウェート
7%

カタール
4%

その他
5%

原油

研究開発

原材料

輸送

生産技術
開発

生産

輸送

設置・導入

運転・運用

販売

産業バリューチェーン

研究開発

原材料

輸送

生産技術
開発

生産

輸送

設置・導入

運転・運用

販売

バイオに転換

バイオに転換

バイオに転換

新素材用に革新

新素材用に革新

バイオに転換

既存ネットワーク
・施設を活用可

≒

≒

≒

化石資源ベース バイオ資源ベース

有望領域のインパクト（定性面）バイオ原燃料

米州

アジア

日本

8
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川上（資源）1

川中（製造）2

川下（利用）3

◼ ライフサイクル評価のポテンシャルが高い一部資源を効率的に収集可能な体制

― 豊富な資源量を有する木質バイオマス： 国内森林資源は高密度で分布し、伐採に適した老齢の人工林も多い環境

― 回収ルートが確立された廃棄物： 自治体による資源の収集・分別など面的管理を応用し、効率的な資源収集が可能

― 高付加価値ポテンシャル： 木質バイオマス・廃棄物利用はライフサイクルにおける脱炭素寄与度が他資源と比べ高位

◼ バイオ原燃料における需要産業（自動車・素材等）が市場および技術面で高いプレゼンスあり

― 自動車等主要産業連携： 強力な需要家（自動車、素材、物流）と共に、原燃料の実証→規格→調達→設計を推進可能

― 周辺産業や行政を巻き込んだルール形成： 需要側を起点として政策サイドとも連携を進め、ルール形成推進・主導

― 共同需要創出： エタノール等政策需要から社会実装を主導し、標準化等に波及させ既存車両も付加価値を向上

日本はバリューチェーンの川上から川下まで多様な役割分担を描ける事業者や行政との連携体制を活用可能

◼ 日本は高評価な原料調達が可能な体制や、そのバイオ燃料向け活用能力まで備えることに加え、自動車を中心とした競争

力の高い需要家産業を抱えることから、バイオ原燃料のバリューチェーンを統合した対応策を講じることが可能

日本の強みバイオ原燃料

◼ 大規模プラントのエンジニアリングと安定的なサプライチェーン構築の能力・実績

― 統合的な安定稼働： エンジニアリング等の川中を中心に垂直連携してサプライチェーン構築し、安定供給

⚫ LNGの社会実装においても、川上（資源開発）、川中（ガス・電力供給）、川下（広域流通）を世界に先駆け社会実装

― 高度な制御・運用： 複雑な精製工程にて、設計から計測・制御、研究開発、評価・認証まで日本企業で完結

― バイオ領域への展開： 石油化学産業で培った能力・経験値をバイオ資源ベースの産業バリューチェーン構築で応用可

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

9

原燃料各分野における日本の強み
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川上の資源調達においてライフサイクル評価の高くなる木質バイオマスや廃棄物の獲得が比較的容易

◼ バイオ原燃料製造に高く評価される非可食資源において、日本は豊富な森林資源や収集網の構築された廃棄物が賦存

― 廃棄物の活用はごみ処理等の社会課題解決に繋がることからその収益が得られるが、日本では人口密度の高さにより

収集が容易な環境が整っている一方、循環利用が途上にあり、バイオ原燃料向け利用のポテンシャル大

高密度かつ利用可能性の高い良質な森林資源 効率的な収集可能で利用余地の大きい廃棄物資源

日本の強みバイオ原燃料

（人/km2）

木質バイオマスや廃棄物は社会課題解決
と両立できる削減効果の高い資源

人口Top20の主要国における人口密度
（2023年）

主な国の森林率（CY2022）
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 1011121314151617181920

1966年度 2017年3月末
（万ha）

50年を超える人工林が50%

日欧のごみリサイクル率、ごみ焼却・埋立率（2018年）人工林の齢級（5年1区切り）構成の変化

（出所）いずれの図表も、世界銀行やOECD、Eurostat、林野庁等の各種公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成

バイオ燃料のライフサイクル評価

可食や土地利用変化
を伴う資源は、その
悪影響（施肥等含む）
をGHG排出増として

考慮

利用・廃棄

バイオマス 残渣・廃棄物

未利用分を有効
活用したものとし
て持続可能性の
高い資源として

評価

輸送（バイオマス資源）
輸送により生じた排出量を加味

（遠距離の場合、不利になるため、地産地消が
評価上有利に働く仕組み）

製造
バイオ燃料製造時の排出量を加味

（投入エネルギーで変動）

利用（バイオ燃料）
GHG バイオ燃料利用時のGHG削減量は

燃料のライフサイクル評価により左右される

10

輸送（バイオ燃料）
輸送（バイオマス資源）と同様に評価
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◼ 石油との類似性があ
るバイオ原燃料領域
において、既存ケイパ
ビリティを活用

◼ 液体原燃料製造で
培った制御能力をバ
イオにおける培養等
の工程に活用

◼ ライフサイクル評価を
バイオ領域に活用し、
環境価値拡大

日本企業間での
連携

川中で安定的な供給網構築と技術力で高付加価値化を実現し、川下における需要家との連携体制を確立

◼ 日本の石油産業は、原油調達から製品供給にわたる安定的なサプライチェーンを確立し、高付加価値品製造の技術も保有

― エンジニアリングからプロセス最適化、可視化まで技術・運用・評価を担う国内事業者がスムーズに連携

◼ バイオへのトランジションにおいて、プラントから需要家まで安定稼働を完遂する能力を提供し、需要家と共に市場形成可能

現在の石油ベースの原燃料サプライチェーンと各種技術対応

原油貯蔵タンク
◼ 貯油能力：36,456千kL

◼ タンク基数：512

原油輸入タンカー
◼ 延運航隻数：409

日本の強みバイオ原燃料

常圧蒸留装置

ナフサ・
ガソリン

LPガス

灯油

軽油
（軽質）

軽油
（重質）

残油

2%

20%

15%

15%

23%

25%

◼ 残油流動接触分解装置（RFCC）
◼ 流動接触分解装置（FCC）
◼ 熱分解装置（コーカー等）
◼ 残油水素化分解装置（H-Oil）等

ナフサ

LPガス

軽油

重油・
コークス等

ガソリン

ジェット燃料・
灯油

22%

22%

16%

28%

10%

2%

軽質油（白油）： 52% 軽質油： 78%

重質油： 22%重質油（黒油）： 48%

（注）数値はFY2024または2025年3月末時点
（出所）石油連盟等の各種公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成

プラントでの技術力により、
高付加価値な白油を増加

5

石油
サプライチェーン

11

内航タンカー： 580隻 供給拠点

サービス
ステーション
27,009カ所

空港

港湾

タンク車： 1,263両

タンクローリー： 5,443両
（白油・黒油）

◼ 自動車を代表とする
需要側産業との連携

◼ 政府とのルールメイク
推進

◼ 国・業界を跨り、安
定供給と高付加価
値化に繋げる体制

（主な対応領域）
◼ 精製設備： 温度伝送・ガス分析
◼ 中央制御： プラント状態把握
◼ 配管： 流量・密度・圧力

◼ 国際認証機関の存在
◼ 大手IT企業との連携

認証・定量化4

（新規対応の事例）
ガス・熱については、
LNGのサプライチェー
ンを他国に先駆けて構
築した経験値あり

（主な対応領域）
◼ 研究開発
◼ 設備設計・調達・構築
◼ 建設・維持・更新
◼ 制御・監視

◼ 熟練した専門人材
◼ 触媒メーカーとの精製技術開発
◼ EPC事業者による技術実装、
安定操業基盤構築、保守・点検

◼ 高度な計測技術を有する、
工業用計測制御機器

安定的なサプライ
チェーン構築

エンジニアリング・
プロセス最適化能力

モニタリング・
運用最適化の技術2 31

これらの強みをバイオでも展開
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原料・プロセス・製品・価値の各要素について業界横断で同時並行的に推進

◼ バイオ原燃料推進には、石油と比べた資源の特性やその精製・流通、需要構造、可視化の観点での差分に対する対応要

◼ サプライチェーン構築には、局所的な対応でなくステークホルダーが連携して強みを持ち寄る動きが重要

― 川上では資源確保へ需要先の産業や地域も巻き込み、川中では石油産業の既存ケイパビリティを活用

― 川下では先行分野への政策的な後押しを活かして市場形成を進めると共に、サプライチェーン全体を通じてその価値を

顕在化させることが重要に

バイオ原燃料市場の獲得に向けて日本産業がとるべき戦略

付加価値の可視化・定量化・流通

◼ 日本の主力需要産業との連携

― 液体燃料で培ってきた強みを活か
せる自動車産業のプレゼンス

― 液体燃料の供給に長らく携わって
きた石油産業の強みを発揮可能

◼ さらなるパートナリングによる国内の
技術・ノウハウ活用

― 酵素・酵母・エンジニアリング

◼ 地域と連携した残渣・廃棄物等の未利
用資源の活用

◼ 石油産業で培った精製・流通のケイパ
ビリティを活用

― 様々な資源に対応する高付加価値
化（研究開発含む技術力）

― オペレーション能力（制御・監視・適
切な維持更新）

◼ 流通インフラまで一貫したオペレーショ
ンをバイオ原燃料にも活用

― 一部のバイオ原燃料で生じるパイ
プラインやタンク腐食対応

◼ 政策的に利用が進む領域（エタノー
ル・SAF等）で先行して社会実装

― 自動車産業と連携した車両・インフ
ラとの適合性検証・更新

― SAF副生品として供給されるRDや
バイオナフサを、商用車や自動車
内装材等に活用

◼ コスト高の課題を付加価値の可視化と
環境価値取引で分担

― GX市場創造の政策対応を活用

◼ 上記の戦略が適切に評価される仕組み作りが必要に

― ライフサイクル評価が可能なトレーサビリティ構築・証書化システム（原料属性～原燃料への変換プロセス効率～製品流通～利用）

― デジタル技術も用いた仕組み化、国内制度化と合わせた国際標準化

取るべき戦略バイオ原燃料

（出所）みずほ銀行産業調査部作成
12

川上：資源・前処理技術開発 川中：新たな資源の安定的な精製・流通 川下：社会実装モデル展開

日本の強みを活かし、最終
需要家に訴求するためにも

可視化が重要に
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◼ バイオ原燃料製造に有利な油脂や糖系の可食資源は米州等に偏在し、日本は海外からの調達に依存

◼ バイオ原燃料を製造するコストは、可食資源を用いた場合も石油対比で高く、残渣（セルロース等）や廃棄物といった非可食

資源を活用する場合には追加プロセスが必要となるため、さらに高くなる構造

バイオ原燃料製造には可食資源の海外偏在・輸入依存と非可食資源の工程増によるコスト高のハードルあり
障壁バイオ原燃料

大豆 トウモロコシ サトウキビ
（百万t）

米州等に偏在する可食資源の生産量（2022年）

（出所）Energy Institute, Statistical Review of World Energy 2024より、            

みずほ銀行産業調査部作成

（百万t） （百万t）

13

米国
46%

カナダ・

メキシコ
4%

ブラジル
28%

その他米州
3%

欧州
7%

APAC
11%

その他
1%

バイオディーゼル
（主なバイオマス資源： 大豆・パーム）

バイオエタノール
（主なバイオマス資源： トウモロコシ・サトウキビ） （石油製品対比でのコスト増倍率）

バイオエタノールの供給コスト（文献値）

炭化水素型のバイオ燃料の資源・製造技術別供給コスト（文献値・SAFの例）主なバイオ燃料の主要国・地域別供給割合

セルロース系
エタノール

従来型
エタノール
（可食資源
利用）

油脂

エタノール

合成ガス

中間投入財のコスト上昇等により
実勢価格はより高くなる傾向

（石油製品対比でのコスト増分）

バイオマス資源制約や
地理的な条件により

実勢価格はより高くなる傾向

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

廃食用油

植物油

コーン（低）

コーン（高）

農業残渣

都市ごみ

森林残渣

農業残渣

炭化水素への
合成前の
中間投入材

（出所）総務省統計局「世界の統計2025」より、みずほ銀行産業調査部作成
（出所）IEA Bioenergy, Advanced Biofuels – Potential for Cost Reductionより、みずほ銀行 

産業調査部作成

（出所）ICAO, SAF rules of thumbより、みずほ銀行産業調査部作成

（非可食
資源利用）

可食資源と比べ
プロセスが増え、コスト増
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日本の強みとなる非可食資源の評価ルールを自動車業界と連携して進め、内燃機関の競争力も維持・向上

◼ 高い環境価値を発現し得るバイオ原燃料の開発へ、広く産業・社会と繋がる自動車業界がルール形成と合わせ連携・推進

― 国内に賦存する非可食資源のバイオ原燃料向け活用は可食資源よりも高い環境価値を訴求できる

― 適切な評価ルール策定は、地域資源の有効活用と内燃機関の競争力向上に貢献するため、官民で検討することも一案

自動車ライフサイクル排出量（小型SUVの例）

打ち手バイオ原燃料

（注）PHEV（Plug in Hybrid Electric Vehicle・プラグインハイブリッド自動車）、BEV（Battery Electric Vehicle・電気自動車）、FCEV（Fuel Cell Electric Vehicle・燃料電池自動車）
（出所）ICAO, CORSIA Default Life Cycle Emissions Values for CORSIA Eligible Fuels（2022.6）、U.S. Department of Energy, Office of Vehicle Technologies, Hydrogen and Fuel 

Cell Technologies & Bioenergy Technologies(2020.11)等の各種公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成

ライフサイクル評価の
ルール設計やシステムを構築

（g-CO2eq/Mile）

エンジン車 PHEV BEV FCEV

2020年
実績

2050年想定
（米エネルギー省）
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非可食バイオマス資源を
活用したバイオ燃料利用
により、エンジン車は
再エネを活用した
BEVやFCEVと

同等な環境性能も視野

ライフサイクル評価と非可食資源活用で
エンジン車の競争力持続に寄与

可食資源

食品残渣・副産物系資源

非可食資源

油脂・糖／でんぷん

廃棄油脂・油脂精製残渣

廃棄バイオマス・植物残渣

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
の
容
易
性
・
コ
ス
ト
競
争
力

脱
炭
素
効
果
・環
境
価
値

作物により変動大（バイオ燃料製
造に伴う土地利用変化等で逆に

増加する評価も）

6～8割程度削減
（高評価も資源量に限界）

8割以上も可
（未利用資源活用で高評価。排
出抑制分により追加評価も）

バイオマス資源別の属性・評価の位置付け

未利用資源の活用により
高い環境価値を創出

（g-CO2eq/MJ）

油脂

環
境
価
値

バイオマス資源属性別のライフサイクル評価（SAFの例）

0 20 40 60 80 100

従来型ジェット燃料

パーム油

廃食用油

大豆油（米）

サトウキビ（伯）

トウモロコシ（穀粒）

農業残渣

森林残渣

都市ごみ（NBC 0%）

農業残渣

森林残渣 Core LCA ILUC LCA

0 20 40 60 80 100

従来型ジェット燃料

パーム油

廃食用油

大豆油（米）

サトウキビ（伯）

トウモロコシ（穀粒）

農業残渣

森林残渣

都市ごみ（NBC 0%）

農業残渣

森林残渣 Core LCA ILUC LCA燃料自体の評価

間接的土地利用変化
（可食資源の場合、計上）

非可食資源利用
の場合、

比較的大きな
環境価値を
計上可能

エタノール

炭化水素（SAF）
への合成前の
中間材

定
量
評
価
例

（SA
F

）

自
動
車

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル

評
価
例

：

：給油・給電
ソース
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イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

環境価値利用時の社会的インセンティブ

値差が生じる中での市場形成へ、コスト分担・カーボンプライシングに加え、社会的な便益の訴求も重要

◼ バイオ原燃料は資源や複雑なプロセスから、コスト上昇が避けられないため、社会実装には新たな効果の受容策が重要

― ステークホルダーとのコスト分担や、カーボンプライシングによる石油製品との価格差縮小に加え、有料道路の料金優遇

措置や駐車枠の付与などの様々な社会的な便益を消費者が実感することで利用拡大に繋げる対応策も選択肢

燃
料
費

燃料費 燃料費 燃料費

Scope1

排出削減
価値

Scope3

排出削減
価値

初期的な需要創造に向けた
直接・間接排出削減効果活用の

主なポイント

【運航事業者】
削減価値を輸送価値と
合わせて顧客と分担

する方向性

環境価値対価
（コスト）

環境価値対価（コスト）

Scope1

排出削減
価値

バイオ燃料
表面価格

量

環
境
価
値
対
価
（コ
ス
ト
）

～5万kL/y（現在）

グリーン税制等の
強化による

化石燃料負担増

Scope3

排出削減
価値

高い環境価値
を訴求し、

実質コスト低減

徴収額を活用した製造コスト低減
（原料多角化・合成技術効率化）

さらなる課税強化・
ビジネス上の化石燃料選好性低下

（製品サプライチェーンでバイオ利用優先）

環境価値対価（コスト）

走
行
時
（道
路
等
）

◼ロードプライシングとの紐づけ（バイ
オ燃料コストの一部を有料道路料金
低減で補填、従来燃料車への加算）

◼特定時間帯の優先区間・レーンの走
行許可（速達性向上、従来燃料車走
行帯の制約設定）

環境価値の証書化
による、バイオ
燃料利用の特定
（ETCとの連動等）

各
種
優
先
対
応

停
車
時
（駐
車
等
）

◼荷捌き優先（物流倉庫やコンテナ
ターミナルでの待ち時間軽減・フリー
ト回転率向上）

◼優先駐車枠利用権（トラック休憩確
保による雇用環境改善、高利便な駐
車場所の利用、先行予約枠提供）

環境価値の
時間価値化による
メリット訴求

既存の強みを
活かした産業競争力
拡大、強靭性向上

打ち手バイオ原燃料

社
会
的

金
銭
的

数百万kL/y級:

負担総額数千億円～
（2030年代）

1千万kL/y超級:

負担総額1兆円～
（2040年代）

【代理店・荷主・出張者】
Scope3等の排出削減
価値を認知し、応分の
コスト負担を行う

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

未利用資源活用を通じ、燃料の
単位当たり削減量を増加

新たな付加価値（環境価値以外）

新たな付加価値（環境価値以外）
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バイオ原燃料利用によるコスト上昇分の社会全体での受容策

100万kL/y級:

負担総額2千億円～
（2030年）

環
境
価
値
に
対
す
る

単
位
当
た
り
負
担
額
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本稿想定資源の利用可能量

将来的な幅広い資源活用や相対的なコスト競争力向上、海外展開を受け、バイオ原燃料関連の収益拡大

◼ 日本は、バイオテクノロジーの発展や原料開発が本格化すれば、石油利用分の約1割を国産バイオマスに転換可能

◼ バイオ原燃料の普及には石油製品との値差に伴うコスト増が課題となるが、相対的に縮小しながら社会実装が進むと予想

― 初期的には輸入との組合せが現実的も、技術や政策対応の推進により日本が先行して市場創出し、海外展開も視野

日本関連のバイオ原燃料事業の売上高・営業利益（製造・輸入分の販売）

日本のチャンスバイオ原燃料

（注）みずほ銀行産業調査部予測
（出所）David J Murphy, The implications of the declining energy return on investment of oil production, The Royal Society(2014)、Julio Cesar Marques, Biofuel in the Automotive Sector: 

Viability of Sugarcane Ethanol(2014）、NEDO「再生可能エネルギー技術白書（第2版）」、環境省等の各種公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成

（参考：森林全体で60億GJ）

未利用
廃棄物
（10GJ/t）

輸入額（FY2024）:10.9兆円

2040年にかけて1兆円程度の
石油購入減は可能と想定

日本の未利用バイオマス資源の
エネルギーポテンシャルは約5億GJ

（農林残渣・廃材等の合計）

売上高 （産業調査部予測）

営業利益 （産業調査部予測）

（十億円）

（十億円） （FY）

（FY）
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3,000
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4,000

4,500

5,000

海外

国内
日本企業獲得分：

エネルギー量：
50億GJ

年間焼却
処理分：
3億GJ

日本における原油
輸入量（CY2024）:

137百万kL

年間5億GJ程度をバイオマス資源より
調達することが可能と想定
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未利用木材
（13GJ/t）

年間発生分：
2億GJ

単位当たり想定価格
エタノール： 海外実勢価格120%で輸入、工程増で単価上昇
SAF： 海外実勢価格と同等の¥300/L程度で推移（RD・

バイオナフサは副生品として供給へ）

単位当たりマージン
エタノール： 輸入から国内産も含む内訳となり、徐々にマージン向上
SAF： 2030年にかけて社会実装優先で低位も、習熟度向上に

より、その後微増（RD・バイオナフサは副生品として8割
程度で推移）

日本におけるバイオ原燃料市場拡大に向けた供給量・価格面のポテンシャル

エネルギー収支比＝
出力エネルギー÷入力エネルギー

自噴する油井からは100程度が
得られたが近年は悪化傾向

未満

製造方法改良や
未利用残渣
活用により

向上の余地あり

供給構造の変化に伴う
石油価格上昇

地政学リスク 炭素価格

2040年にかけてバイオ燃料転換が
現実的な選択肢に

ステークホルダー連携
での社会実装

2030年代以降、蓄積し
た社会実装のノウハウ
を活用して海外展開

（収支比）

（文献値）
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